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介護ロボットと生産性の向上について
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■ 令和6年度介護報酬改定について
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■ 改定説明資料にみる「介護ロボットおよびICT機器・生産性向上」関連項目

NO 対象事業 項目 概要

1 居宅介護支援 他サービスとの連携モニタリング
テレビ電話および他の情報通信機器でのモニタリン
グを可能にする。

2
短期入所、居住、
多機能、施設系

利用者の安全およびサービスの質
の確保にむけた委員会の設置

生産性の向上に資する取組促進の観点から委員
会の設置を義務付ける。

3
短期入所、居住、
多機能、施設系

介護ロボットやICT等のテクノロ
ジーの活用促進

生産性の向上に資する取組促進と継続的なテクノ
ロジー活用のため新たな加算を設けることとする。

4
全サービス
（居宅療養、居宅介護
支援、福祉用具は除）

介護職員等処遇改善加算における
生産性向上の取組みが必須化

介護職員等処遇改善加算において生産性の向上
に関する必須の取組項目がある。

5 特定施設 人員配置基準の特例的な柔軟化
テクノロジーの複数利用などの要件を満たすことに
より人員配置基準を0.1人分緩和する

6 老人保健施設 夜間における人員配置の緩和
全ての利用者に見守りセンサーおよびインカム装着
することで人員配置基準を緩和

7 グループホーム
夜間支援体制加算の人員配置基
準の緩和

見守り機器を導入した場合の夜間職員配置人員
基準を緩和する

© 2024 ShareSupprt corporation



■ 改定内容の背景（内閣官房 第二回デジタル行財政改革会議資料）
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■ 取組事例①
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■取組事例②
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■ 「介護ロボットおよびICT機器・生産性向上」関連項目説明

NO1 他サービスとの連携モニタリング
（他のサービス事業所との連携によるモニタリング）

対象事業 居宅介護支援事業

内 容

・人材の有効活用及び指定居宅サービス事業者等との連携促進によるケアマネジメントの
質の向上の観点から、以下の要件を設けた上で、テレビ電話装置その他の情報通信機器
を活用したモニタリングを可能とする見直しを行う。

＜要件＞
ア 利用者の同意を得ること。
イ サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治医、担当者その他の関係者の合意を得ていること。
ⅰ 利用者の状態が安定していること。
ⅱ 利用者がテレビ電話装置等を介して意思疎通ができること（家族のサポートがある場合も含む）。
ⅲ テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは収集できない情報について、他のサービス事業者との連携により情報を

収集すること。
ウ 少なくとも２月に１回（介護予防支援の場合は６月に１回）は利用者の居宅を訪問すること。
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■ 「介護ロボットおよびICT機器・生産性向上」関連項目説明

NO２
利用者の安全およびサービスの質の確保にむけた委員会の設置
（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会の設置の
義務付け）

対象事業 短期入所系サービス、居住系サービス、多機能系サービス、施設系サービス

内 容

・介護現場における生産性の向上に資する取組の促進を図る観点から、現場における課題
を抽出及び分析した上で、事業所の状況に応じて、利用者の安全並びに介護サービスの
質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会の設置を義務付け
る。その際、３年間の経過措置期間を設けることとする。

【参考：生産性向上ガイドライン】



■ 「介護ロボットおよびICT機器・生産性向上」関連項目説明

NO３ 介護ロボットやICT等のテクノロジーの活用促進

対象事業 短期入所系サービス、居住系サービス、多機能系サービス、施設系サービス

内 容

・介護現場における生産性の向上に資する取組の促進を図る観点から、介護ロボットや
ICT等のテクノロジーの導入後の継続的なテクノロジーの活用を支援するため、利用者の
安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための
委員会の開催や必要な安全対策を講じた上で、見守り機器等のテクノロジーを１つ以上導
入し、生産性向上ガイドラインの内容に基づいた業務改善を継続的に行うとともに、一定期
間ごとに、業務改善の取組による効果を示すデータの提供を行うことを評価する新たな加
算を設ける。
・加えて、上記の要件を満たし、提出したデータにより業務改善の取組による成果が確認さ
れた上で、見守り機器等のテクノロジーを複数導入し、職員間の適切な役割分担（いわゆ
る介護助手の活用等）の取組等を行っていることを評価する区分を設ける。

【生産性向上推進体制加算（Ⅰ）】（新設） 100単位/月
○（Ⅱ）の要件を満たし、（Ⅱ）のデータにより業務改善の取組による成果（※１）が確認されていること。
○見守り機器等のテクノロジー（※２）を複数導入していること。
○職員間の適切な役割分担（いわゆる介護助手の活用等）の取組等を行っていること。
○１年以内ごとに１回、業務改善の取組による効果を示すデータの提供（オンラインによる提出）を行うこと。

【生産性向上推進体制加算（Ⅱ）】（新設） 10単位/月
○利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会の開催や
必要な安全対策を講じた上で、生産性向上ガイドラインに基づいた改善活動を継続的に行っていること。
○見守り機器等のテクノロジーを１つ以上導入していること。
○１年以内ごとに１回、業務改善の取組による効果を示すデータの提供（オンラインによる提出）を行うこと。
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■ 「介護ロボットおよびICT機器・生産性向上」関連項目説明

NO４ 介護職員等処遇改善加算における生産性向上の取組みが必須化
（介護職員の処遇改善）

対象事業
訪問介護、訪問入浴介護、通所介護、地域密着型通所介護、療養通所介護、認知症対応型通所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施
設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活
介護、看護小規模多機能型居宅介護、介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院

内 容
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■ 「介護ロボットおよびICT機器・生産性向上」関連項目説明

NO５ 人員配置基準の特例的な柔軟化
（生産性向上に先進的に取り組む特定施設における人員配置基準の特例的な柔軟化）

対象事業 特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護

内 容

・テクノロジーの活用等により介護サービスの質の向上及び職員の負担軽減を推進する観
点から、利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策
を検討するための委員会において、生産性向上の取組に当たって必要な安全対策について
検討した上で、見守り機器等のテクノロジーの複数活用及び職員間の適切な役割分担の
取組等により、介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減が行われていると認められる
特定施設について、見直しを行う

・○特定施設ごとに置くべき看護職員及び介護職員の合計数について、要件を満たす場合
は、「常勤換算方法で、要介護者である利用者の数が３（要支援者の場合は10）又は
その端数を増すごとに０.９以上であること」とすることとする。

（要件）
・利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会において
必要な安全対策について検討等していること。 ・見守り機器等のテクノロジーを複数活用していること。・職員間の適切な
役割分担の取組等をしていること。 ・上記取組により介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減が行われていること
がデータにより確認されること。
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■ 「介護ロボットおよびICT機器・生産性向上」関連項目説明

NO６ 夜間における人員配置の緩和
（介護老人保健施設等における見守り機器等を導入した場合の夜間における人員配置基準の緩和）

対象事業 短期入所療養介護、介護老人保健施設

内 容

・令和３年度介護報酬改定における介護老人福祉施設等に係る見守り機器等を導入した
場合の夜間における人員配置基準の緩和と同様に、介護老人保健施設（ユニット型を除
く。）及び短期入所療養介護の夜間の配置基準について見直す。
・１日あたりの配置人員数を現行２人以上としているところ、要件を満たす場合は1.6人以
上とする。ただし、配置人員数は常時１人以上配置することとする。
・見守り機器やICT導入後、上記の要件を少なくとも３か月以上試行し、現場職員の意見
が適切に反映できるよう、夜勤職員をはじめ実際にケア等を行う多職種の職員が参画する
委員会において、安全体制やケアの質の確保、職員の負担軽減が図られていることを確認
した上で届け出るものとする。

（要件）
・全ての利用者に見守りセンサーを導入していること
・夜勤職員全員がインカム等のICTを使用していること
・安全体制を確保していること*
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■ 「介護ロボットおよびICT機器・生産性向上」関連項目説明

NO7 夜間支援体制加算の人員配置基準の緩和
（認知症対応型共同生活介護における夜間支援体制加算の見直し）

対象事業 認知症対応型共同生活介護

内 容

・令和３年度介護報酬改定における介護老人福祉施設等に係る見守り機器等を導入した
場合の夜勤職員配置加算の見直しと同様に、認知症対応型共同生活介護の夜間支援
体制加算について、見直しを行う。
・認知症対応型共同生活介護における夜間支援体制加算の人員配置要件について、現
行の算定要件に加え、要件を満たし、夜勤を行う介護従業者が最低基準を0.9人以上上
回っている場合にも算定を可能とすることとする。

（要件）
・全ての開所日において夜間及び深夜の時間帯の体制が人員配置基準を上回っていること。
・宿直職員は事業所内での宿直が必要。
・併設事業所と同時並行的に宿直勤務を行う場合には算定対象外（それぞれに宿直職員が必要）。



■ 前記改定事項への対応

■利用者の安全およびサービスの質の確保を検討するために委員会の設置

NO2 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会の設置の義務付け

NO3 介護ロボットやICT等のテクノロジーの活用促進

NO4 介護職員の処遇改善

NO5 生産性向上に先進的に取り組む特定施設における人員配置基準の特例的な柔軟化

NO6 介護老人保健施設等における見守り機器等を導入した場合の夜間における人員配置基準の緩和

NO7 認知症対応型共同生活介護における夜間支援体制加算の見直し

◎準備手順

手順1

委員会メンバーを決定する

手順2 委員会オーナーから全社員にむかっての“キックオフ”宣言

手順3

◎安全体制を確保するための協議
・職員に対する十分な休憩時間の確保等の勤務・雇用条件の検討、緊急時の体制整備（近隣在住職員を中心とした緊急参
集要員の確保等）、機器の不具合の定期チェックの在り方（メーカーとの連携を含む）、職員に対するテクノロジー活用に関す
る教育の計画、夜間の訪室が必要な利用者に対する訪室の個別実施などオペレーションの在り方の検討

◎サービスの質を確保するための取組み（＝業務改善）
・5S（整理、整頓、清掃、清潔、躾）の徹底
・3M（ムリ、ムラ、ムダ）の見直し

（例）委員会オーナー 経営層、施設長等

（例）委員会リーダー 介護従事者層のリーダー、主任等

（例）委員会メンバー 介護従事者、ICT機器に慣れている職員等

© 2024 ShareSupprt corporation



■ 委員会と改定事項の関わり

利用者の安全および
サービスの質の確保

検討委員会

＜前 提＞

＜義務化＞
短期入所系サービス、居住系サービス、多機能系サービス、施設系サービス

【対象事業】
訪問介護、訪問入浴介護、通所介護、地域密着型通所介護、療養通所介護、認知症対応型通所介護、通所リハビリテーション
、短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、定期巡回・随
時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、看護小規模多機
能型居宅介護、介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院

選択できる
取組の一つ

上位“2区分”を算定する際に
選択できる取組み

次頁にて解説
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『介護職員等処遇改善加算』
「介護職員処遇改善加算」・「特定処遇改善加算」・「介護職員ベースアップ加算」を統合

■ 詳細解説 介護職員等処遇改善加算
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■職場環境要件の項目
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■生産性向上のための業務改善の取組の項目

⑰
厚生労働省が示している「生産性向上ガイドライン」に基づき、業務改善活動の体制構築（委員会やプロジェクト

チームの立ち上げ、外部の研修会の活用等）を行っている。

⑱ 現場の課題の見える化（課題の抽出、課題の構造化、業務時間調査の実施等）を実施している。

⑲
５S活動（業務管理の手法の１つ。整理・整頓・清掃・清潔・躾の頭文字をとったもの）等の実践による職場環境の整
備を行っている。

⑳ 業務手順書の作成や、記録・報告様式の工夫等による情報共有や作業負担の軽減を行っている。

㉑
介護ソフト（記録、情報共有、請求業務転記が不要なもの。居宅サービスにおいてはケアプラン連携標準仕様を実装している

ものに限る）及び情報端末（タブレット端末、スマートフォン端末、インカム等）の導入。

㉒ 介護ロボット（見守り支援、移乗支援、移動支援、排泄支援、入浴支援、介護業務支援等）の導入。

㉓
業務内容の明確化と役割分担を行った上で、間接業務（食事等の準備や片付け、清掃、ベッドメイク、ゴミ捨て等）

については、いわゆる介護助手等の活用や外注等で担い、介護職員がケアに集中できる環境を整備。

㉔
各種委員会の共同設置、各種指針・計画の共同策定、物品の共同購入等の事務処理部門の集約、共同で
行うICTインフラの整備、人事管理システムや福利厚生システム等の共通化等、協働化を通じた職場環境の
改善に向けた取組の実施。

※生産性向上の取組に係る加算を取得している場合には、「生産性向上のための業務改善の取組」の要件を満たすものとする。
※小規模事業者は、㉔の取組を実施していれば、「生産性向上のための業務改善の取組」の要件を満たすものとする。

『新加算（Ⅰ）（Ⅱ）』を算定するためには

上記項目のうち、３つ以上の取組み。うち⑰または⑱が必須
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ご清聴ありがとうございました
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本資料を用いたセミナーも企画可能です。お気軽にご相談ください。
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